
１　総括
⑴ 人件費の状況（普通会計決算）

⑵ 職員給与費の状況（普通会計決算）

Ｂ

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和２年４月１日現在の人数である。

⑶ ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

896,767

千円

1,239

２年度

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ

　　　　　ており、職員数には当該職員を含んでいない。

(参考)一般市平均

Ａ

都城市都城市都城市都城市のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

実質収支 （参考）人件費率住民基本台帳人口

Ｂ／Ａ 元年度の人件費率

人件費

　　　　　　Ｂ

歳出額

区分

給与費

（令和3年1月1日）

　　　　　千円

11.91,467,819

千円人　 ％

一人当たり給与費

163,571 123,637,033 12,331,041

　　　　　千円

　　　　　　Ａ

２年度

10.0

％

区分

給与費　Ｂ／Ａ

職員数

期末・勤勉手当

計

一人当たり

給　 料 職員手当

4,909,853

千円

6,155

千円

6,254

千円千円千円人

7,748,471

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

　　　　　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸

　　　　　給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　　　したものである。
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⑷ 給与制度の総合的見直しの実施状況

１）給料表の見直し

　［　実施　］

　（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日　

　（内容）・一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％引下げ。

・初任給に係る号給等については据置き、高齢層については、最大４％引下げ。

・激変緩和のため、令和３年１月まで経過措置（現給保障）を実施。

２）地域手当の見直し

　（支給割合）　国基準２０％に対し、都城市においても２０％を支給。

　（実施時期）　平成２７年４月１日　

　（参考）

③その他手当の見直し

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
⑴ 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

360,460

313,800

43.0 -325,827

区分

18/100

平成27年度の支給割合

4.1時点

平均給与月額

（国比較ベース）

平均給与月額

18/100

20/100

遡及改定後

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給

　　　　割合の見直し等に取り組むとされている。

国の支給割合

都城市の支給割合

平成26年度の

支給割合

18/100

18/100

　　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。

　　（平成２７年４月１日実施）

42.9 339,016

20/100

都城市

383,306

見直し後の支給割合

（H28.4.1）

平均年齢 平均給料月額

類似団体 313,243

宮崎県

18.5/100

18.5/100

394,635 353,07442.7 327,367

407,153

399,345

国

41.6



②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

歳 人 円 円 円

歳 円

歳 円

歳 円

円 円

円 円

円 円

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。

　　（平成３０年～令和２年の３ヵ年平均）

※ 技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に

　 一致しているものではない。

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍した

　 ものに、公務員においては前年に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間

   賞与の額を加えた試算値である。

3.07

2.14

1.41

176

参考

328,6032,201

364,775332,878

平均給与月額

（Ｂ）

円

―

5,980,835

（Ｄ）

235,200

Ｃ／Ｄ

年収ベース(試算値)の比較

（Ｃ）

1.76

民間

176,000

―

1.20

―

区分

公務員

―

うち清掃職員 304,600

参考

2.40

―

4,236,800

6,821,172うち用務員

―

50.3

361,47243.8

平均年齢

367,802

平均給与月額

376,899

―

370,253

411,750

52.9

413,750

347,00753.8

341,674

うち自動車運転手

都城市

平均年齢

67

286,497

廃棄物処理業

305,480

人

422,455

353,364

Ａ／Ｂ

区分

―

うち用務員

類似団体

民間

うち自動車運転手 397,200

380,500

3

47.1

55.0 380,867

うち自動車運転手

3,186,100

平均給料月額職員数

都城市

うち用務員

乗用自動車運転者

（タクシー運転者を除く）

64.4

他に分類されない運搬・清

掃・包装等従事者

歳

46.6

公務員

56.5

(国比較ベース）（Ａ）

47

2

315,772

区分

平均給与月額

345,140

18

対応する民間

の類似職種

うち清掃職員

国

宮崎県

50.9

都城市

うち清掃職員

2,237,0006,871,847



③教育職（幼稚園）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

④税務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑤看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑥福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

⑦消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

宮崎県 40.8 317,353 411,967 359,559

国 43.9 335,424 385,774 ―

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

（国比較ベース）

都城市 43.8 328,850 397,361 359,850

平均給与月額

323,224

類似団体

―

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

平均給与月額

（国比較ベース）

宮崎県 42.3 355,621 410,573 ―

平均給与月額

（国比較ベース）

都城市 38.8 291,855 338,008 302,718

311,345 421,056 352,396

国 47.6 319,112 357,517 ―

313,720

平均給与月額

（国比較ベース）

平均年齢

都城市 38.6 295,733

宮崎県

類似団体

296,049都城市

区分

―

類似団体 41.0 306,028 393,631 344,397

280,876

37.5

平均給料月額

―

42.8

―

356,097

281,140 367,182

区分

38.9

42.6国

363,324

38.8 363,778

宮崎県

368,907

296,469

平均給与月額

都城市

平均年齢

341,359

国

318,103

―

―

平均給与月額

（国比較ベース）

39.0 334,023

―

370,253 312,352

宮崎県 40.8

313,072 355,067

平均給料月額 平均給与月額

類似団体 40.3 320,205

（注）１「平均給料月額」とは、令和２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

　　　２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務

　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか

　　　　にされているものである。また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務

　　　　員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

―

類似団体 ― ― ―

区分 平均年齢

432,622

―

388,363

平均給料月額

―

299,794



⑵ 職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

⑶ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

-

-

-

-

374,300

391,000

384,940

-

高　校　卒 212,500 295,800 354,200

福　祉　職

大　学　卒 - - -

高　校　卒 - - -

看護・保健職

大　学　卒 254,700 354,200 -

高　校　卒 - - 373,000

税　務　職

大　学　卒 253,500 354,200 382,150

高　校　卒 - 301,950 356,600

- 362,100

消　防　職

大　学　卒 182,200 ― ―

高　校　卒 150,600 ― ―

技能労務職

一般行政職

-

-

区 分

高　校　卒

214,829高　校　卒

大　学　卒 379,853253,245

経験年数１０年

352,674

経験年数２０年 経験年数２５年

300,313

-

教　育　職

（幼稚園）

大　学　卒 -

353,667

税　務　職

大　学　卒 182,200 ― ―

高　校　卒 150,600 ― ―

―

―

182,200

国

150,600

福　祉　職

大　学　卒 182,200 ― ―

高　校　卒 150,600

―

― ―

看護・保健職

大　学　卒 182,200

大　学　卒

―

182,200

都城市

150,600

教　育　職

―

182,200

高　校　卒

一般行政職

区分 宮崎県

―

中　学　卒

150,600

―

―182,200

―

経験年数３０年

-

349,079

-

382,644

366,950-

―

高　校　卒 150,600 ― ―

-

-

-

高　校　卒

消　防　職

大　学　卒 258,375 354,200 382,725

-

技能労務職

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒 ―

大　学　卒

150,600150,600

395,508

370,600



３　一般行政職の級別職員数等の状況

⑴ 一般行政職の級別職員数の状況（令和３年４月１日現在）

主事又は技師の職務

主任主事又は主任技師の職務

主査の職務

 
副主幹の職務

主幹の職務

 
副課長の職務

 
課長の職務

部長の職務

  

120 人 13.0 ％

146,100 円

393,000 円

７級 362,900 円

78 人 8.4 ％

68 人 7.3 ％

17 人 1.8 ％

標準的な職務内容

113 人 12.2 ％

92 人 9.9 ％

132 人 14.2 ％

308 人 33.2 ％

職員数 構成比

195,500 円

410,200 円

408,100 円

６級

２級

231,500 円

１号給の

給料月額

３級

４級

１級

区　　分

５級

319,200 円

289,700 円

384,200 円

304,200 円

350,000 円

247,600 円

最高号給の

給料月額

264,200 円

444,900 円

（注）１　都城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

８級 468,600 円

１級 12.2%

１級 12.1%

１級 7.0%

２級 9.9%

２級 8.2%

２級 6.5%

３級 14.2%

３級 13.6%

３級 12.1%

４級 33.2%

４級 35.0%

４級 43.4%

５級 13.0%

５級 12.5%

５級 21.7%

６級 8.4%

６級 8.9%

６級 7.5%

７級 7.3%

７級 7.8%

７級 1.8%８級 1.8% ８級 1.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和3年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比



⑵ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和３年４月１日現在）

⑶ 昇給への人事評価の活用状況

○

昇給可能な

区分

-

ロ. 人事評価を実施していない

活用予定時期

昇給実績が

ある区分

○

昇給可能な

区分

一般職員

標準、下位の区分

昇給実績が

ある区分

○

上位、標準、下位の区分 ○

令和3年4月2日から令和4年4月1日

までにおける運用

イ. 人事評価を実施した

活用している昇給区分

上位、標準の区分

管理職員

標準の区分のみ（一律） -



４　職員の手当の状況
⑴ 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

・管理職加算 10 ～ 25 ％ ・管理職加算 10 ～ 25 ％

○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）

⑵ 退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 定年前早期退職特例措置

千円 千円

（ 2 ％ ～ 45 ％ 加算）

⑶ 地域手当（令和３年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

33.27075

標準、下位の区分

１人当たり平均支給額

6,049 22,789

47.709

支給対象地域

東京都特別区 20.0

支給対象職員数

4

支給実績（令和２年度決算）

47.709 47.709

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

3,899

上位、標準、下位の区分 ○ ○

1,598

1.85

1.45

2.55 1.90 2.55

支給実績が

ある成績率

支給実績が

ある成績率

上位、標準の区分 ○ ○

活用している成績率

支給可能な

成績率

支給実績が

ある成績率

令和3年度中における運用 管理職員 一般職員

イ. 人事評価を実施した

都城市

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

0.9

649,878支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

20.0

国の制度（支給率）
支給率

0.9

１人当たり平均支給額（２年度）

1,465

1.902.60

1.45 0.9

標準の区分のみ（一律） - -

ロ. 人事評価を実施していない

39.7575

28.0395
33.27075

自己都合

28.0395

宮崎県 国

１人当たり平均支給額（２年度）

―

1.45

47.709

24.586875

自己都合

19.6695

勧奨・定年

国

19.6695

勧奨・定年

都城市

活用予定時期

24.586875

39.7575
47.70947.709



⑷ 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

円

％

⑸ 時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

⑹ その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給される

手当

①配偶者及び孫・弟妹、60歳以上

の父母及び祖父母、重度心身障害

者　1人につき6,500円

※行政職俸給表（一）8級以上職員

等の場合、支給額は3,500円

②満22歳に達する日以降の最初の3

月31日までの間にある子

　 　　　　　　　　10,000円

※満16歳年度初めから満22歳年度

末までの間にある子については、1

人につき5,000円加算

支給実績（令和２年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 428

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 441

支給実績（令和元年度決算）

国の制度

との異同

手当の名称

6,182千円

消防局の職員

消防局の職員

全職員

交代制勤務に従事する職員

が、午後１０時から翌日の午

前５時までの間に正規の勤務

に従事したとき

災害及び緊急業務に従事した

とき

新型コロナ感染症患者の受入

宿泊施設等での作業に従事し

たとき

患者等を受け入れる病院等へ

の移動に従事したとき

主な支給対象業務

手当名

扶養手当

450,309

（令和２年度決算）

支給実績

国の制度と

異なる内容

179,801

3

新型コロナウイル

ス感染症に係る防

疫等作業手当

支給実績（令和２年度）

左記職員に対する支給単価

1,066千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算）

14.2職員全体に占める手当支給職員の割合（令和２年度）

7,248

41,182

1回　650円

1回　200円

1回　3,000円

または

　　　4,000円

出動手当

夜間特殊業務手当

手当の種類（手当数）

461,899

同じ ―

主な支給対象職員

支給実績（令和２年度決算）

千円 270,693

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和２年度決算）」と同じ年度

　　　の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

　　　い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）



円

円

円

円

円

内容及び支給単価

自ら居住するための住宅若しくは

単身赴任手当を支給され配偶者等

の居住するための住宅を借り受

け、一定額を超える家賃若しくは

間代を支払っている職員に支給さ

れる手当

（職員の居住する借家・借間）

①月額23,000円以下の家賃の場合

家賃－12,000円（ただし支給額

3,000円未満の場合は3,000円支

給）

②月額23,000円を超える家賃の場

合

（家賃－23,000円）×1／2＋

11,000円（ただし支給限度額

27,000円）

（配偶者等の居住する借家・借

間）

「職員の居住する借家・借間」に

よる算出される額の2分の1の額

公署を異にする異動等に伴い転居

し、やむを得ない事情により配偶

者と別居し、単身で生活すること

を常況とする職員等に支給される

手当

（支給額）

23,000円＋加算額

（加算額）

片道　100km以上

6,000円～45,000円

管理職手当を支給される職員が臨

時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により、週休日又は祝

日等若しくは平日深夜（0時～5

時）に勤務した場合に支給される

手当

①部長相当職　　　8,500円

②課長相当職　　　7,000円

③副課長相当職　　6,000円

※ただし、6時間を超えた場合はそ

れぞれの額に150/100を乗じた額

管理又は監督の地位にある職員に

支給される手当

①部長級 　　82,200円

②課長級 　　66,400円

③副課長級 　33,200円

通勤のため、通勤機関等を利用し

その運賃等を負担すること、自動

車等を使用することなどを常例と

する職員に支給される手当

（普通交通機関等の利用者）

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額（ただし、1箇

月当たりの支給限度額は55,000

円）

（自動車等の使用者）

片道　2km以上

2,000円～31,600円

異なる

異なる

同じ

4,104 922,286―

手当名

千円同じ単身赴任手当

管理職員

特別勤務手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

国と支給区

分及び支給

額が違う

支給実績

（令和２年度決算）

同じ

千円―

千円

千円

国と支給区

分及び支給

額が違う

5,260

120,708

国の制度

との異同

87,051

71,485

259,979

国の制度と

異なる内容

千円

60,259

―

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

629,751

4,258



５　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円 円 ／

円 円 ／

円 円 ／

円 円 ／

円 円 ／

円 円 ／

月分

月分

月分

月分

月分

月分

退

職

手

当

期

末

手

当

報

酬

円

22,560,000 円

10,872,000 円

6,480,000 円

副市長（総括担当）

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝

      ４８月）勤めた場合における見込額である。

円

円

　　（令和２年度支給割合）

円

（１期の手当額）

給料月額等

円

市 長

（支給時期）

3.35

（算定方式）

3.35

任期毎

給料月額×在職月数×30/100

給料月額×在職月数×20/100

3.35

　　（令和２年度支給割合）

3.35

給料月額×在職月数×50/100

3.35

3.35

副市長（事業担当）
任期毎

任期毎

議 員

副 議 長

副市長（事業担当）

区 分

副市長（事業担当）

市 長

副　 議　 長

議　　　　長

副市長（総括担当）

市 長

議 員

給

料

940,000

755,000

675,000

500,000

420,000

400,000

（参考）類似団体における最高／最低額

1,035,000

895,000

895,000

940,000

715,000

715,000

640,000 500,000

580,000 420,000

550,000 400,000

議 長

副市長（総括担当）

円



６　職員数の状況
⑴ 部門別職員数の状況と主な増減理由

⑵
 

年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

区　分

職員数

133 125 156 199 169 147 166 0 1,402

47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

9 47 121 130

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

　区　分

部　門

（注）　１ 　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　　２ 　[　　　　]内は、条例定数の合計である。

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

（増）後期高齢者医療業務の体制強化

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数　85.71人

公

営

企

業

会

計

部

門

普

　

　

通

　

　

会

　

　

計

　

　

部

　

　

門

教育部門

消防部門

小　　計

水　道

下水道

その他

小　　計

合　　　計

0

1

1

2

[0]

84

162

1,402

[1,404]

23

83

161

1,400

[1,404]

一

　

般

　

行

　

政

　

部

　

門

議　会

総務・企画

税　務

民　生

衛　生

（増）新型コロナウイルス経済対策業務の体制強化

（増）山之口陸上競技場及び物産振興拠点施設整備業務の体制強化

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数　57.59人

　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　47.57人）

（減）生涯学習業務の体制見直し、総合支所の体制見直し

（減）前倒しの採用調整

＜参考＞

　人口１万人当たり職員数　75.81人

　（類似団体の人口１万人当たりの職員数　60.67人）

55

23

職　　員　　数

0

4

▲ 1

1

▲ 2

▲ 4

2

4

4

▲ 2

▲ 1

1

055

76

45

137

942

112

186

1,240

43

133

938

114

187

1,239

対前年

増減数

農林水産

商　工

土　木

計

令和2年

10

298

77

173

90

114

令和3年

10

302

174

88

110

主な増減理由

（増）デジタル化推進業務の拡充、不当要求対策に係る業務増、

マイナンバーカード普及促進に係る業務増

（減）固定資産評価替え事務の減

（増）こども家庭支援業務の体制強化

（減）ごみ収集及びごみ処理体制の見直し

（減）畑かん営農推進業務の体制の見直し、全日本ホルスタイン共進会業務の減

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

16.00%

２

０

歳

未

満

２

０

～

２

３

歳

２

４

～

２

７

歳

２

８

～

３

１

歳

３

２

～

３

５

歳

３

６

～

３

９

歳

４

０

～

４

３

歳

４

４

～

４

７

歳

４

８

～

５

１

歳

５

２

～

５

５

歳

５

６

～

５

９

歳

６

０

歳

～

構成比

5年前の構成比



⑶ 職員数の推移

 部門別

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

1,418 1,414 1,410 1,404 1,400 1,402 ▲ 16

(▲1.1%)

総合計

177 168 166 162 161 162 ▲ 15

(▲8.5%)

公営企業等会計計

1,241 1,246 1,244 1,242 1,239 1,240 ▲ 1

(▲0.1%)

普通会計計

183 183 183 187 187 186 3

(1.6%)

消防

120 121 116 117 114 112 ▲ 8

(▲6.7%)

教育

938 942 945 938 938 942 4

(0.4%)

一般行政

28年 29年 30年 31年 02年 03年 過去５年間

（単位：人・％） 



７　公営企業職員の状況

⑴水道事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

Ｂ

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

水道事業 都城市

１人当たり平均支給額（２年度） １人当たり平均支給額（２年度）

1,453 1,465

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

都城市 41.9 331,685 486,510

他市町村 45.3 335,096 502,816

1.45 0.9 1.45 0.9

2.55 1.90 2.55 1.90

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

２年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

区分

職員数 給与費 一人当たり

(参考)31年度平均

Ａ

5,47350 187,662 23,721 53,833 265,216 5,304

給与費　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

期末・勤勉手当

計

2,160,700

２年度

千円

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費81,036千円を含まない。

区分

総費用

　　　　　　Ａ

％

13.815.7338,98484,959

　　　　　千円 　　　　　千円 ％

Ｂ／Ａ

総費用に占める職

員給与費比率

　　　　　　Ｂ

純損益又は実質収支

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職

　　　　　員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ

　　　　　ているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない

職員給与費

元年度の総費用に占

める職員給与費比率

（参考）

給　 料 職員手当



イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

千円 千円 千円 千円

ウ　時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

エ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

39.7575
47.709

39.7575

47.709 47.709 47.709

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 143

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

支給実績（令和２年度決算）

同じ ― 5,970 千円 2,211,111

（令和２年度決算）

水道事業 都城市

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

１人当たり平均支給額

16,674 21,930

手当名 内容及び支給単価

47.709

33.27075

47.709

19.6695

9,746

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 72

支給実績（令和元年度決算） 11,903

１人当たり平均支給額

6,049 22,789

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

24.586875
19.6695

24.586875

28.0395
33.27075

28.0395

扶養親族のある職員に支給される

手当

①配偶者及び孫・弟妹、60歳以上

の父母及び祖父母、重度心身障害

者　1人につき6,500円

※行政職俸給表（一）8級以上職員

等の場合、支給額は3,500円

②満22歳に達する日以降の最初の3

月31日までの間にある子

　 　　　　　　　　10,000円

※満16歳年度初めから満22歳年度

末までの間にある子については、1

人につき5,000円加算

扶養手当



円

円

円

円

279,300

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

42,478

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

3,775 千円 629,200

同じ ― 1,954 千円

同じ ― 2,234 千円

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

41 千円 6,750

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

内容及び支給単価手当名

自ら居住するための住宅若しくは

単身赴任手当を支給され配偶者等

の居住するための住宅を借り受

け、一定額を超える家賃若しくは

間代を支払っている職員に支給さ

れる手当

（職員の居住する借家・借間）

①月額23,000円以下の家賃の場合

家賃－12,000円（ただし支給額

3,000円未満の場合は3,000円支

給）

②月額23,000円を超える家賃の場

合

（家賃－23,000円）×1／2＋

11,000円（ただし支給限度額

27,000円）

（配偶者等の居住する借家・借

間）

「職員の居住する借家・借間」に

よる算出される額の2分の1の額

住居手当

管理職手当

管理又は監督の地位にある職員に

支給される手当

①部長級

　　82,200円

②課長級

　　66,400円

③副課長級

　　33,200円

管理職員

特別勤務手当

管理職手当を支給される職員が臨

時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により、週休日又は祝

日等若しくは平日深夜（0時～5

時）に勤務した場合に支給される

手当

①部長相当職　　　8,500円

②課長相当職　　　7,000円

③副課長相当職　　6,000円

※ただし、6時間を超えた場合はそ

れぞれの額に150/100を乗じた額

通勤手当

通勤のため、通勤機関等を利用し

その運賃等を負担すること、自動

車等を使用することなどを常例と

する職員に支給される手当

（普通交通機関等の利用者）

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額（ただし、1箇

月当たりの支給限度額は55,000

円）

（自動車等の使用者）

片道　2km以上

2,000円～31,600円



⑵簡易水道事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

Ｂ

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

5,840

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職

　　　　　員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ

　　　　　ているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

2.55

1.45

1.90 1.902.55

1.45 0.9 0.9

水道事業 都城市

１人当たり平均支給額（２年度） １人当たり平均支給額（２年度）

1,426 1,465

9,012

２年度

人 千円

％

7.7

給与費 一人当たり

(参考)31年度平均

Ａ 給　 料 職員手当 計 給与費　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

都城市 41.1 322,238 478,230

他市町村 45.3 335,096 502,816

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

5,447

期末・勤勉手当

２年度

千円 　　　　　千円 　　　　　千円 ％

424,050 -3,569 36,150 8.5

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費21,913千円を含まない。

総費用に占める職

員給与費比率

（参考）

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

元年度の総費用に占

める職員給与費比率

千円 千円 千円 千円千円

区分

総費用 純損益又は実質収支

区分

職員数

職員給与費

8 29,446 5,116 43,574

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。



イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

千円 千円 千円 千円

ウ　時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

エ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

勧奨・定年

24.586875

33.27075

47.709

47.709

22,789

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 54

千円 204,400同じ ― 1,022

39.7575
47.709

39.7575

47.709 47.709 47.709

１人当たり平均支給額

- -

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給実績（令和２年度決算） 2,379

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 88

支給実績（令和元年度決算） 3,792

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

手当名

扶養手当

１人当たり平均支給額

6,049

自己都合自己都合 勧奨・定年

19.6695
24.586875

19.6695

28.0395
33.27075

28.0395

水道事業 都城市

扶養親族のある職員に支給される

手当

①配偶者及び孫・弟妹、60歳以上

の父母及び祖父母、重度心身障害

者　1人につき6,500円

※行政職俸給表（一）8級以上職員

等の場合、支給額は3,500円

②満22歳に達する日以降の最初の3

月31日までの間にある子

　 　　　　　　　　10,000円

※満16歳年度初めから満22歳年度

末までの間にある子については、1

人につき5,000円加算

内容及び支給単価



円

円

円

円

同じ ― 1,494 298,800千円

千円

千円

千円

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

手当名

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

同じ ― 221 31,543

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

- -

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

- -

自ら居住するための住宅若しくは

単身赴任手当を支給され配偶者等

の居住するための住宅を借り受

け、一定額を超える家賃若しくは

間代を支払っている職員に支給さ

れる手当

（職員の居住する借家・借間）

①月額23,000円以下の家賃の場合

家賃－12,000円（ただし支給額

3,000円未満の場合は3,000円支

給）

②月額23,000円を超える家賃の場

合

（家賃－23,000円）×1／2＋

11,000円（ただし支給限度額

27,000円）

（配偶者等の居住する借家・借

間）

「職員の居住する借家・借間」に

よる算出される額の2分の1の額

内容及び支給単価

住居手当

管理職手当

管理職員

特別勤務手当

管理職手当を支給される職員が臨

時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により、週休日又は祝

日等若しくは平日深夜（0時～5

時）に勤務した場合に支給される

手当

①部長相当職　　　8,500円

②課長相当職　　　7,000円

③副課長相当職　　6,000円

※ただし、6時間を超えた場合はそ

れぞれの額に150/100を乗じた額

管理又は監督の地位にある職員に

支給される手当

①部長級

　　82,200円

②課長級

　　66,400円

③副課長級

　　33,200円

通勤手当

通勤のため、通勤機関等を利用し

その運賃等を負担すること、自動

車等を使用することなどを常例と

する職員に支給される手当

（普通交通機関等の利用者）

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額（ただし、1箇

月当たりの支給限度額は55,000

円）

（自動車等の使用者）

片道　2km以上

2,000円～31,600円



⑶下水道事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

Ｂ

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

２年度

千円 　　　　　千円 　　　　　千円 ％ ％

2,711,793 42,019 79,181 2.9 2.8

一人当たり

(参考)31年度平均

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費135,119千円を含まない。

区分

職員数 給与費

Ａ 給　 料 職員手当

期末・勤勉手当

給与費　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

計

区分

総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

総費用に占める職

員給与費比率

（参考）

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

元年度の総費用に占

める職員給与費比率

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職

　　　　　員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ

　　　　　ているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

都城市 36.3

千円 千円

22 69,651 8,012 22,082 99,745 4,534 5,122

人 千円 千円 千円 千円

290,720 425,316

２年度

他市町村 43.7 331,372 495,629

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

水道事業 都城市

１人当たり平均支給額（２年度） １人当たり平均支給額（２年度）

1,223 1,465

2.55 1.90 2.55 1.90

1.45

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

0.9 1.45 0.9



イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

千円 千円 千円 千円

ウ　時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

エ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

28.0395
33.27075

28.0395
33.27075

39.7575
47.709

39.7575
47.709

水道事業 都城市

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

19.6695
24.586875

19.6695
24.586875

290,813

47.709 47.709 47.709 47.709

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 61

支給実績（令和元年度決算） 2,916

１人当たり平均支給額

- 24,207

１人当たり平均支給額

6,049 22,789

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給実績（令和２年度決算） 1,641

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 68

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

同じ ― 2,327 千円

手当名

扶養手当

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給される

手当

①配偶者及び孫・弟妹、60歳以上

の父母及び祖父母、重度心身障害

者　1人につき6,500円

※行政職俸給表（一）8級以上職員

等の場合、支給額は3,500円

②満22歳に達する日以降の最初の3

月31日までの間にある子

　 　　　　　　　　10,000円

※満16歳年度初めから満22歳年度

末までの間にある子については、1

人につき5,000円加算



円

円

円

円

同じ ― 862 千円 45,374

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

同じ ― 2,059 千円 257,350

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

1,195 千円 597,600

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

- 千円 -

手当名

住居手当

管理職員

特別勤務手当

管理職手当

通勤手当

内容及び支給単価

通勤のため、通勤機関等を利用し

その運賃等を負担すること、自動

車等を使用することなどを常例と

する職員に支給される手当

（普通交通機関等の利用者）

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額（ただし、1箇

月当たりの支給限度額は55,000

円）

（自動車等の使用者）

片道　2km以上

2,000円～31,600円

管理又は監督の地位にある職員に

支給される手当

①部長級

　　82,200円

②課長級

　　66,400円

③副課長級

　　33,200円

管理職手当を支給される職員が臨

時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により、週休日又は祝

日等若しくは平日深夜（0時～5

時）に勤務した場合に支給される

手当

①部長相当職　　　8,500円

②課長相当職　　　7,000円

③副課長相当職　　6,000円

※ただし、6時間を超えた場合はそ

れぞれの額に150/100を乗じた額

自ら居住するための住宅若しくは

単身赴任手当を支給され配偶者等

の居住するための住宅を借り受

け、一定額を超える家賃若しくは

間代を支払っている職員に支給さ

れる手当

（職員の居住する借家・借間）

①月額23,000円以下の家賃の場合

家賃－12,000円（ただし支給額

3,000円未満の場合は3,000円支

給）

②月額23,000円を超える家賃の場

合

（家賃－23,000円）×1／2＋

11,000円（ただし支給限度額

27,000円）

（配偶者等の居住する借家・借

間）

「職員の居住する借家・借間」に

よる算出される額の2分の1の額



⑷農業集落排水事業
① 職員給与費の状況

ア　決算

Ｂ

② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和３年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２年度支給割合） （２年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ )月分( )月分 （ )月分( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5 ～ 20 ％ ・役職加算 5 ～ 20 ％

区分

総費用 純損益又は実質収支 職員給与費

総費用に占める職

員給与費比率

（参考）

　　　　　　Ａ 　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ

元年度の総費用に占

める職員給与費比率

区分

職員数 給与費 一人当たり

(参考)31年度平均

Ａ 給　 料 職員手当

期末・勤勉手当

計 給与費　Ｂ／Ａ

一人当たり給与費

２年度

千円 　　　　　千円 　　　　　千円 ％ ％

562,654 9,494 24,135 4.3 4.0

１人当たり平均支給額（２年度）

２年度

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

4 11,887 1,414 3,265 16,566 4,142 4,453

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和３年３月３１日現在の人数である。また、任期付短時間勤務職員（再任用職

　　　　　員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ

　　　　　ているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

都城市 32.8 253,675 360,628

他市町村 - - -

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

水道事業 都城市

１人当たり平均支給額（２年度）

1,163 1,465

2.55 1.90 2.55 1.90

1.45 0.9 1.45 0.9



イ　退職手当（令和３年４月１日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算） 　定年前早期退職特例措置 （2%～45%加算）

千円 千円 千円 千円

ウ　時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

千円

千円

千円

千円

エ　その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

水道事業 都城市

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

47.709 47.709 47.709 47.709

１人当たり平均支給額

- -

１人当たり平均支給額

6,049 22,789

19.6695
24.586875

19.6695
24.586875

28.0395
33.27075

28.0395
33.27075

39.7575
47.709

39.7575
47.709

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額である。

支給実績（令和２年度決算） 185

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度決算） 37

支給実績（令和元年度決算） 448

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 75

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

同じ ― 816 千円 408,000扶養手当

手当名 内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給される

手当

①配偶者及び孫・弟妹、60歳以上

の父母及び祖父母、重度心身障害

者　1人につき6,500円

※行政職俸給表（一）8級以上職員

等の場合、支給額は3,500円

②満22歳に達する日以降の最初の3

月31日までの間にある子

　 　　　　　　　　10,000円

※満16歳年度初めから満22歳年度

末までの間にある子については、1

人につき5,000円加算



円

円

円

円

同じ ― 302 千円 302,400

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

- 千円 -

異なる

国と支給区

分及び支給

額が違う

- 千円 -

同じ ― 122 千円 30,600

国の制度

との異同

国の制度と

異なる内容

支給実績

支給職員１人当たり

平均支給年額

（令和２年度決算）

（令和２年度決算）

管理職員

特別勤務手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

手当名 内容及び支給単価

管理職手当を支給される職員が臨

時又は緊急の必要その他の公務の

運営の必要により、週休日又は祝

日等若しくは平日深夜（0時～5

時）に勤務した場合に支給される

手当

①部長相当職　　　8,500円

②課長相当職　　　7,000円

③副課長相当職　　6,000円

※ただし、6時間を超えた場合はそ

れぞれの額に150/100を乗じた額

管理又は監督の地位にある職員に

支給される手当

①部長級

　　82,200円

②課長級

　　66,400円

③副課長級

　　33,200円

通勤のため、通勤機関等を利用し

その運賃等を負担すること、自動

車等を使用することなどを常例と

する職員に支給される手当

（普通交通機関等の利用者）

支給単位期間の通勤に要する運賃

等の額に相当する額（ただし、1箇

月当たりの支給限度額は55,000

円）

（自動車等の使用者）

片道　2km以上

2,000円～31,600円

自ら居住するための住宅若しくは

単身赴任手当を支給され配偶者等

の居住するための住宅を借り受

け、一定額を超える家賃若しくは

間代を支払っている職員に支給さ

れる手当

（職員の居住する借家・借間）

①月額23,000円以下の家賃の場合

家賃－12,000円（ただし支給額

3,000円未満の場合は3,000円支

給）

②月額23,000円を超える家賃の場

合

（家賃－23,000円）×1／2＋

11,000円（ただし支給限度額

27,000円）

（配偶者等の居住する借家・借

間）

「職員の居住する借家・借間」に

よる算出される額の2分の1の額


